
【記入例】 （用紙Ａ４）

様式－１

国土交通省関東地方整備局

利根川ダム統合管理事務所長

川 村 俊 一 　様

住 所 〒○○○-○○○○

○○県○○市○○番

代 表 者 ○○建設株式会社

代表取締役社長

○○　○○

「災害時における河川等災害応急復旧業務に関する協定」に参加したく申請書を提出します。

なお、問い合わせ先は下記のとおりです。

担 当 者 ： ○○　　○○

部 署 ： ○○本店○○部○○課

電話番号 （代）○○-○○○-○○○○（内○○○）

印

協定参加申請書

平成　　年　　月　　日



様式－２－１ 【記入例】

会社名：○○建設（株）

①　災害時の体制

配置可能な応急復旧機材について記載する。

自社 協力会社 リース

バックホウ ○m3 台 2 ○○県○○市○○
町○－○ 1

○m3 台 1 東京都○○区○○
町○－○ 2

ブルドーザー ○ｔ 台

ダンプトラック

ホイールクレーン

クローラクレーン

※図面を添付すること。なお、図面には本店、支店、営業所、資材置場の位置も表示すること。

平成２４年２月１日現在

河川等災害応急復旧業務に関する調査票（１）

資　機　材　名番号 規　格 単位
数　　量

保有箇所住所 図面番号



様式－２－２ 【記入例】

会社名：○○建設（株）

○　備蓄資材

配置可能な応急復旧資材について記載する。

自社 協力会社 リース

砕石・栗石 ｍ３ 50 ○○市○○

大型土のう 容量１ｍ３ 袋 100 ○○市○○

敷き鉄板
厚さ22mm、
1.5m×6m

枚 50 ○○市○○

ブルーシート

土のう

※図面を添付すること。なお、図面には本店、支店、営業所、資材置場の位置も表示すること。

河川等災害応急復旧業務に関する調査票（２）

平成２４年２月１日現在

番号 資　機　材　名 規　格 単位 保有箇所住所 図面番号
数　　量



様式－２－３ 【記入例】

会社名：○○建設（株）

②　人員の体制

緊急時に出動要請があった場合、すみやかに手配できる人員

平成２４年２月１日現在

一 級 土 木 3 人 3 人 6 人

二 級 土 木 2 人 2 人 4 人

一 級 機 械 人 人 人

二 級 機 械 人 人 人

技 術 士 人 人 人

技 術 者 合 計 5 人 5 人 10 人

作 業 員 計 人 人 人

③　協定締結状況

・通年的に協定又は契約を特定機関と締結している場合に記載する。

・協定によっているものは協定に○、契約によるものは契約に○を記入のこと

協定・契約の別

協定・契約 ～

協定・契約 ～

協定・契約 ～

協定・契約 ～

協定・契約 ～

※複数機関と締結している場合は、全て記載して下さい。

※協定書、又は契約書（特記仕様書含む）の写しを提出して下さい。

○意見等がありましたらお書き下さい。

河川等災害応急復旧業務に関する調査票（３）

○○河川事務所、○○県土木事務所、○○市等

自社

協定又は契約の相手方期　　間

備　　　　　考
協力会社 合　　　計

人　　数



様式－２－４ 【記入例】

会社名：○○建設（株）

④　工事の実績

平成13年度以降、利根川ダム統合管理事務所発注における工事で元請けとしての施工実績

　※5件を越える場合は代表的なものを5件記入

発注機関 工期 施工場所

利根川ダム統合管理事務所 ○年○月～○年○月 藤原ダム管理支所管内

⑤　本社・本店又は支店から、最寄りの管内ダム管理支所までの直線距離

最寄りのダム管理支所名

相俣ダム管理支所

⑥　災害時の事業継続力認定（下記に○を記入）

関東地方整備局の「建設会社における災害時の事業継続力認定」に

印 項目

認定された

○ 認定されていない

申請している

参考　協定の範囲

支所

第１希望支所 薗原ダム

第２希望支所

第３希望支所

　※平成13年度以降に利根川ダム統合管理事務所発注における工事で元請けとしての河川維持修繕工事の施工
実績がある場合は優先的に記入して下さい

本社・本店又は支店名

本店

距離（ｋｍ）

○○ｋｍ

備考

公示文別紙の①～③の中から受け持ち支所の希望を記入して下さい。どの範囲でも良い場合は未記入で結構で
す。なお、希望どおりの支所にならない場合もあります

当社の資材置き場の近傍である

河川等災害応急復旧業務に関する調査票（４）

工事名

○○維持工事




